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東京都心の業務地の形成過程と現状に関する研究 
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In this study, I focus on a wide area plans and upper level plans for central Tokyo (Chiyoda-ku, Chuo-ku, 
Minato-ku, Shinjuku-ku, Shibuya-ku) where office development is still carried out lively now and grasp the 
formation process of the business district. As a result，(1) Most of the current business district were improved by 
the plan of the district level and were connected to company accumulation and increase in number of the office 
workers. (2) The old business district elects in preference to a district maintained newly. Skyscraper is pushed 
forward lively now in this area. (3) It is expected that the redevelopment based on Subcenter development plan 
Act on Special Measures concerning Urban Reconstruction that appointing a maintenance district is carried out in 
Marunouchi, Chiyoda-ku, Otemachi district, Osaki, Minato-ku district, Shinagawa district in future. 
Key Words : Central Tokyo，business district，wide area plans and upper level plans，formation process 
 
 
１． はじめに 
東京は人口 1,300 万人を有する日本の首都であり，国内
外の企業の中枢業務を担うビジネス拠点である．そして，
東京の街もそれに対応するように変化をし続けてきた．一
方，東京の街を形作ってきたものとして，広域計画や上位
計画の存在も挙げられる．東京では 1872(明治 5)年の銀座
煉瓦街計画以降，さまざまな広域計画・上位計画が策定さ
れてきた．そして，現在も都市再生特別措置法に基づき，
都市再生緊急整備地域内を中心に東京の更なる国際競争
力の強化に向けたプロジェクトが進められている．このよ
うななかで，経済の中心地となった東京の街を形成してい
ったものは何なのだろうか．また，東京における広域・上
位計画の有効性はあるのだろうか．そして，現在行われて
いる東京の街づくりは何に基づいて実施されているのだ
ろうか．これからの東京という都市の計画性と展望をみる
うえで，ここで広域・上位計画に基づいた街の形成過程と
現状を把握する意義が認められる．東京都心の街形成に係
る既存研究としては，1980 年代の東京についての現状認
識と問題構成を問題性や首都改造計画，業務核都市構想の
内容から検証したもの(有里ら)や，東京一極集中問題の是
正を掲げた国土政策の対応と問題の検討を行ったもの(金
倉ら)などが存在しており，これらは 80 年代以降に発生し
た東京一極集中の要因と対応にのみ焦点があてられてい
る．また，東京都心の業務地に係る既存研究としては，オ
フィスワーカー数やオフィス供給量を推計してオフィス
需給と今後の東京再編を検討したもの(村林)や，オフィス
ビル市場の動向を論じたもの(高橋)などが存在しており，
これらは現在のオフィス市場とビジネスエリアの状況か
ら今後の市場動向を探ったものである．東京都心における
広域・上位計画の重要性を判断するため，計画内容から東
京都心の業務地の形成過程を判断し，多面的に現状を把握
して計画の影響力を検討することが有効である． 
したがって本研究では，現在もなお活発にオフィス開発
が実施されている東京都心を計画内容に含む広域・上位計
画に着目し，時系列順に計画内容を整理，考察しながら業
務地としての形成過程を把握していく．続いて，東京都心
のオフィス市場に関するデータや資料を整理し，東京都心
の業務地の現状を把握する．さらに，東京一極集中是正の
ために実施された首都改造計画・首都圏整備計画や，現在
も実施されている副都心整備計画に関して詳細に整理し，
各計画の内容と現状を比較していく．そして，これらの変
化や状況を考察しながら，広域・上位計画の影響度と今後
の東京都心における業務地形成の計画性を探ることを目
的としている． 
 
２． 研究対象と方法 
（１）対象都市 
本研究では，千代田区・中央区・港区・新宿区・渋谷区
の都心 5区を東京都心と位置づけ，業務地の形成過程と現
状を研究していく． 
 
（２）研究方法 
業務用途の建物が建て始められるきっかけとなった
1868(慶応 4)年の明治維新から現在までに実施された，東
京都心を対象とする都市整備の広域計画および上位計画，
全 24 計画の内容を整理する．そこから業務地の形成に関
連する事項を抽出して地図に示しながら，東京都心の業務
地形成にどのような影響を与えたかを考察する(表 1)． 
 
表１ 現在までに実施された広域・上位計画一覧 
 
 
次に，公表されている様々な諸表や資料をもとに，東京
都心の業務地の現状を整理する．地価公示価格に関しては
国土交通省より，オフィスワーカー数は総務省より，用途
地域に関しては東京都都市整備局より公表されている資
料を基にした．オフィス空室率・新規オフィス供給量・滅
失面積・貸室総面積・平均賃料に関しては，行政機関によ
る情報公開を実施していないため，調査機関による資料を
参照した．また調査機関ごとに調査方法が異なるため，同
一の調査を行っている項目に関しては 2 社のデータを用
い，共通点や相違点に留意しながら整理を進める．各項で
大阪市・名古屋市の三大都市圏での比較も行い，東京都市
圏である都心 5 区全域での現状を整理し，区ごとのデータ
があるものに関しては都心 5 区内での比較も実施する． 
続いて，1965(昭和 40)年以降に実施され，東京都心の業
務地形成に関与したと推測される，首都圏整備計画，首都
改造計画，東京都長期計画による各副都心整備計画，の検
証を各データより行う．首都圏整備計画では都心 5 区と業
務核都市の比較を行い，都心 5 区への一極集中是正に対す
る効果を検証する．首都改造計画および副都心整備計画で
は当初の予測値・整備計画と推移状況・現状を比較し，計
画時と現状の違いを考察していく． 
 
３． 東京都心の業務地形成の歴史概要 
（１）明治～昭和前期 
明治維新以降，最初に実施された計画が 1872(明治 5)年
の東京府・大蔵省・工部省による銀座煉瓦街計画である．
同年に発生した大火を受け，火災に強い煉瓦建築物の建設，
道路幅の拡大(27.27m)による街路整備など，近代的な街づ
くりが実施された．これにより洋風商店が数多く立地し，
西洋の物事が集まる一大商業地となった．そのほかジャー
ナリストたちも集結し，新聞社，印刷会社，広告会社など
が続いて進出した．また，繁華街であった日本橋の兜町に
は民部省通産司，第一国立銀行本店，東京株式取引所など
が設立されたほか，1872(明治 5)年には新橋～横浜間で初
の鉄道が開通し，銀座～築地～日本橋には人が多く流入し
た．その後，外務省による官庁集中計画，東京市による市
区改正計画が行われ，日比谷地区と大手町地区は官庁街へ
と姿を変えた．1894(明治 27)年ごろには，政府で軍の増強
を実施していたため，費用を捻出するために日比谷練兵場
の一部を民間に払い下げて市街化することを決定した．こ
れが丸の内オフィス計画である．払い下げ後，三菱財閥に
よる日本初の本格的な業務地整備が進められ，1894(明治
27)年に日本初のオフィスビルである三菱一号館が竣工し
た．その後も 1912(明治 45)年までに 20 棟の赤煉瓦建築が
建設され，丸の内地区は業務地へと変わった(図 1)．しか
し，1923(大正 12)年に発生した関東大震災で市内の約 44％
(3,465ha)が焼失し，同年に帝都復興院によって帝都復興計
画が実施された．この計画では基盤整備，公共施設整備が
中心に行われた．だが同時期に鉄道の建設が進められてお
り．本計画では未通区間の鉄道用地が確保された．そして，
1925(大正 14)年には環状線が完成した．また，同時期に第
二次世界大戦が勃発したため，震災や戦火を逃れるために
住宅の郊外移転が加速し，東京の市街地が拡大した． 
 
（２）昭和中期～昭和後期 
太平洋戦争による空襲で都心部の約 3分の 1が焼失した
ことを受け，1946(昭和 21)年に戦災復興院による戦災復興
計画が実施された．この計画の中核は約 20,000ha に及ぶ土
地区画整理事業であった．しかし，1950(昭和 25)年に朝鮮
戦争による特需景気になり，土地区画整理事業は丸の内地
区や日本橋地区などの都心部を優先して行われ，都内のビ
ル総床面積は戦前と比べて約 2 倍，事務所数も 1954(昭和
29)年にかけて 28 万社から 36 万社まで増加した．1952(昭
和 27)年には，建設省により中央官衙地区整備計画が策定
され，霞が関地区での大規模庁舎の建設と大手町地区の官
公庁施設の移転が実施され，1957(昭和 32)年には中央合同
庁舎第 1 号館，大手町地区には各省庁の地方合同庁舎が集
中整備された．また，大手町地区に遊休地が発生し，金融
機関や大手新聞社の本社ビルなどが相次いで建設された．
計画名 計画主体
1872 明治5年 銀座煉瓦街計画 東京府・大蔵省・工部省
1872 明治5年 官庁集中計画 外務省
1888 明治21年 市区改正計画 東京市
1890 明治23年 丸の内オフィス街計画 政府
1923 大正12年 帝都復興計画 帝都復興院（政府）
1946 昭和21年 戦災復興計画 戦災復興院（政府）
1952 昭和27年 中央官衙地区整備計画 建設省
1958 昭和33年 首都圏整備計画 政府
1959 昭和34年 丸の内総合改造計画 三菱地所株式会社
1960 昭和35年 新宿副都心計画 首都圏整備委員会（総理府）
1967 昭和42年 全国総合開発計画 経済企画庁
1969 昭和44年 新全国総合開発計画 国土庁
1977 昭和52年 第三次全国総合開発計画 国土庁
1982 昭和57年 東京都長期計画 東京都
1983 昭和58年 アーバン・ルネッサンス政策 政府
1985 昭和60年 首都改造計画 国土庁
1986 昭和61年 第四次全国総合開発計画 国土庁
1986 昭和61年 第四次首都圏整備計画 国土庁
1995 平成7年 第二次東京都長期計画 東京都
1998 平成10年 21世紀国土のグランドデザイン 国土交通省
2001 平成13年 第五次首都圏整備計画 国土交通省
2001 平成13年 東京の都市づくりビジョン 東京都
2002 平成14年 都市再生特別措置法 国土交通省
2013 平成25年 国家戦略特区 内閣府 地方創生推進室
年
1958(昭和 33)年には，東京都区部での工場，大学の新増設
の制限による市街地過集中の是正を図った首都圏整備計
画が政府によって策定された．この計画には，丸の内地区
で不足する事務所需要を再編するため，池袋，新宿，渋谷
の3地区を副都心地区として都心機能を収容する提案がさ
れた．1959(昭和 34)年には三菱地所株式会社の主導による
民間の街づくり計画である丸の内総合開発計画が行われ，
赤煉瓦建築の業務ビル 19 棟から大型業務ビル 8 棟への建
替えを実施した．1960(昭和 35)年には首都圏整備委員会に
よって新宿副都心計画が実施され，淀橋浄水場を移転・廃
止させることで生じた跡地約 96haのうち約 56haを基盤整
備し，200m 超の高層ビルが相次いで竣工した．1967(昭和
42)年には経済企画庁により全国総合開発計画が策定され，
地域を特性に応じて工業用開発地区と地方開発都市を配
置して大規模産業拠点の日本全域への分散を図った．しか
し，例外を除いて充分な工場誘致に成功せず，また，公害
問題に対する意識の高まりもあり，計画は破綻した．その
後も 1969(昭和 44)年には国土の再編成と大規模プロジェ
クト構想を計画した新全国総合開発計画が， 1977(昭和
52)年には大都市への人口と産業の集中を抑制する定住圏
構想を計画した第三次全国総合開発計画がそれぞれ国土
庁により策定されるも，二度のオイルショックの影響を受
けて破綻した．また，この当時は経済成長が業務地形成に
影響し，虎ノ門地区では森不動産(現在の森ビル株式会社)
が海外企業向けのオフィスビル建設が進められた(図 2)． 
 
（３）昭和末期～現在 
1980(昭和 55)年頃，サービス業の第三次産業へ経済構造
が転換し，東京都心に本社機能移転が活発化し，事務所需
要が不足していた．そこで，1982(昭和 57)年に都心の業務
機能を副都心や多摩の都市に分散立地させる東京都長期
計画が東京都により策定され，上野・浅草，錦糸町・亀戸，
大崎の 3 地区が新たに副都心地区として指定された．その
後，1983(昭和 58)年に政府が民間活力による都市の再活性
化を図ったアーバンルネッサンス政策，1985(昭和 60)年に
は東京一極集中構造を埼玉，神奈川，千葉の業務核都市に
分散させる首都改造計画が国土庁により策定された．しか
し，これが土地需要をあおり都内でビル建設ラッシュが起
き，東京都内に約 15,000 棟もの中小ビルが建設される事態
へとつながった．その後は東京一極集中の是正を目的に， 
1986(昭和 61)年に多極分散型国土形成の開発を図った第
四次全国総合開発計画，業務核都市の指定による中枢機能
の郊外部への立地誘導を図った第四次首都圏整備計画が
それぞれ国土庁により策定・実施されたが，バブル経済の
崩壊などの要因で変更もあり，一極集中は抑制しきれてい
ない．平成に入っても東京一極集中の是正目的で，1995(平
成 7)年の東京都による第二次東京都長期計画によって東
京湾臨海部を臨海副都心として新たに追加し，1998(平成
10)年の国土交通省による 21世紀の国土のグランドデザイ
ンによって環状道路の整備，再開発による都市再生，
2001(平成 13)年の国土交通省による第五次首都圏整備計
画では分散型ネットワーク構造の形成，同年の東京都によ
る東京の都市づくりビジョンでは都市開発諸制度の制定
と積極的活用が提案されている(図 3)．また，2002(平成 14)
年には急速な情報化，国際化等の社会経済情勢の変化に対
応すべく，都市再生特別措置法が国土交通省により制定さ
図１ 1900年ごろの業務地の所在 
 
図 2 1960 年ごろの業務地の所在 
 
図 3 2000 年ごろの業務地の所在 
れた．これにより，特定都市再生緊急整備地域に 12 地域
が指定され，都市の国際競争力の強化にむけて再開発によ
る超高層ビルの建設が活発化している．加えて，2013(平成
25)年に国家戦略特区が内閣府により指定され，都内全域
で容積率や用途地域に規制されない自由な建築による再
開発事業を促進している． 
以上，（1）から（3）によって首都圏を対象とした計画
では副都心や官庁街などの形成に効果があったと確認で
きた．一方，全国規模で実施された全国総合開発計画につ
いては，東京都心への業務地形成への影響はほとんど見ら
れなかった．東京都心の位置づけも，副都心の形成による
業務地の拡大や当時の経済成長による民間不動産会社の
業務施設開発が影響し，拡大していったことが確認された．
また，現在実施されている計画でも業務機能の中心は丸の
内・大手町地区であり，業務地が拡大しても業務機能の中
心は明治時代以降ずっと変化していないことが判明した． 
 
４． 東京都心の業務地の現状 
（１）概要 
続いて，国土交通省が公表している地価公示価格，総務
省による国勢調査より集計したオフィスワーカー数(1)，東
京都都市整備局より公表している用途地域，調査機関(生
駒データ・三鬼商事)が公表しているオフィス空室率・新規
オフィス供給量・滅失面積・貸室総面積・平均賃料を参照
し，東京都心の業務地の状況を整理する．また，大阪市・
名古屋市の三大都市圏での比較も実施し，東京都市圏であ
る都心 5 区全域での現状を整理し，区ごとのデータがある
ものに関しては都心 5 区内での比較も実施する． 
 
（２）オフィスワーカー数の推移 
調査開始時の 1965(昭和 40)年から 2010 年(平成 22)まで
の国勢調査による都心 5 区のオフィスワーカー数(以降
OW 数と表記)の推移，および 2015(平成 27)年から 2035 年
までの東京都による予測推移を示す(図 4)． 
OW 数の推移をみると，都心 5 区全体では 1990(平成 2)
年まで増加傾向であり，千代田区が最も多い．中央区では
1985(昭和 60)年に停滞がみられ，港区では 1990 年に OW
数が大きく増加して中央区を上回った．1990 年以降は減少
傾向がみられたが，渋谷区では 2000(平成 12)年まで緩やか
な増加傾向，千代田区と港区では 2000 年以降から増加傾
向に転じている．また，東京都総務局により実施されてい
る予測をみると，2020 年までは現在と同じ推移で動き，
2020 年以降は緩やかな減少傾向となっている．一方，港区
では 2020年以降も減少傾向が他の 4区と比べて低く，2035
年には千代田区の OW 数を上回ると予測されていること
が確認された． 
 
（３）オフィス市況データの推移 
調査機関(三鬼商事)より公表しているオフィス市況デー
タの推移を，調査開始時の 1990 年から 2015 年までの変化
を示した(表 2)． 
空室率は 1994(平成 6)年まで空室率が 8％前後まで増加
し，その後 1997(平成 9)年まで減少している．2000 年に一
度減少するが，2001(平成 13)年から 2003(平成 15)年までは
増加している．以降は 2007(平成 19)年まで減少傾向，
2008(平成 20)年から 2010(平成 22)年まで増加傾向，2011(平
成 23)年から現在までは減少傾向にある．新規オフィス供
給量は 1992年頃をピークに供給量が 2000年まで下降して
いた．その後，2003 年に過去最大の供給量となり，2004(年
からは都心 5区の供給量は落ち込むものの，2007年と 2012
年に供給量が大きく増加していた．現在は 40 万㎡程度の
供給量となっている．貸室総面積は減少した年がなく，
1990 年から 1995 年まで一定の増加割合で推移していたが，
1996 年からは割合が下がっている．現在では 2015 年には
調査開始時の 1990 年と比較して約 1,000 万㎡もの貸室面
積が増加している．前年まで貸室であった面積の総計であ
る滅室面積を算出すると，2001 年から 2010 年まで増加傾
向であったことが確認された．これはビルの老朽化に伴う
建替えや再開発による影響と推測される．このことから，
新規オフィス供給量から滅失面積を引き，都心 5 区での純
図 4 都心 5 区のオフィスワーカー数の推移と予測 
 
増面積を併せて示すと，2005 年からは滅失面積の増大と新
規オフィス供給量の減少に伴い，賃貸面積の純増分は減少
傾向であることが確認され，2015 年には純増分が約 7 万
㎡となっている．賃料は 1991 年をピークに減少傾向であ
り，一時 2008 年に盛り返すも以降も減少傾向であること
が確認された． 
 
表 2 都心 5 区のオフィス市況データ推移 
 
 
（４）オフィスビルの現状 
調査機関(ザイマックス不動産)による資料を参照してオ
フィスビルの現状を整理していく．データの多くが東京 23
区全域を対象としたため，東京 23 区のオフィスビル全
7,803 棟のデータを整理しつつ，都心 5 区のオフィスビル
の現状をふまえながら考察する．棟数の内訳をみると，大
規模ビルは 732 棟，中小ビルは 7,071 棟となっており，大
規模ビルが全体の約 1 割を占める．しかし，延床面積でみ
ると全 1,195 万坪のうち大規模ビルが 644 万坪を占めてお
り，中小ビルよりも上回っている．築年数を築 20 年で区
切ると大規模ビルの約半数が 20 年以内に建設されたもの
であるのに対し，中小ビルは 8 割以上が築 20 年以上計画
していることが確認された．また，バブル期であった
1980(昭和 55)年代は中小ビルが大量供給されていたが，以
降は大規模ビル建設が中心となっているため中小ビルと
の築年数の差が広がっている(図 5)．なかでも，1994 年，
2007 年，2012 年に約 30 万坪，2003 年に約 40 万坪が大規
模ビルの竣工によって貸室面積を供給していることが確
認された．2015 年現在のオフィスビルの立地をみると，大
規模ビルは丸の内・大手町地区や新宿副都心地区に多く集
積しており，中小ビルは千代田区，中央区，港区に集中し
ていることが確認された．また，2025 年には中小ビルは千
代田区と中央区を中心にさらに増加する見込みであると
予測されている(図 6)．大規模ビルの新規供給の状況とし
ては，スクラップアンドビルドによる建替え・再開発事業
によるものが多く，定期的な新規供給が行われている．こ
れは産業の高度化による OW 数の増加，OW 数一人当たり
の床面積の拡大，企業の自社ビルより賃貸ビルを選ぶ指向
であることが関係している．主な所有者は大手不動産会社
や鉄道会社であり，主なテナントとして大企業，外資系企
業，大手弁護士事務所などが挙げられる．中小ビルの新規
供給の状況としては，1980 年代のバブル期に大量に供給さ
れたものが多く，近年の新規供給は限定的である．主な所
有者は個人や中小の不動産会社であり，主なテナントとし
て中堅企業や中小企業，個人事務所などが挙げられる．ま
た，調査機関によるビル所有者へのアンケート内容を整理
すると，中小ビルでは現状の空室率は悪くないものの，手
入れの有無によって差が激しいうえに，バブル期に建設さ
れた中小ビルほど状況が良くないことが確認された． 
 
 
図 5 東京 23区の築年別賃貸面積の状況 
 
 
図 6 都心 5 区の規模別オフィスビルの立地状況 
 
５． 一極集中是正施策の検証 
（１）首都改造計画・首都圏整備計画の検証 
業務核都市である，横浜市，川崎市，千葉市，さいたま
市，つくば市・土浦市・牛久市，八王子市・立川市の 6 地
域における OW 数，空室率，賃料，新規オフィス供給量，
OW 一人当たり床面積の推移を算出した．6 地域とも業務
核都市に指定される以前から OW 数は増加傾向であった
ものの，指定された 1986(昭和 61)年以降は 1995 年まで急
増した．なかでも横浜市は 2010 年現在，他の地域の 2 倍
以上となる約 60 万人となったことが確認された． また，
就業者の常住地割合をみると，どの地域でも 1980 年から
東京都在住の割合が増加し，同県内在住や同エリア在住の
占める割合が減少していることが確認された．このことか
ら，業務核都市の整備による東京への一極集中是正は OW
数という指標でみると一定の成果があったことが推測さ
れる．しかし，同時期にバブル崩壊による経済情勢の悪化
が発生したため，この推移が計画によるものであると断定
空室率 0.4 % 4.2 % 4.0 %
貸室総面積 13,793,453 ㎡ 21,417,795 ㎡ 23,765,342 ㎡
新規オフィス供給量 626,669 ㎡ 425,029 ㎡ 443,953 ㎡
滅失面積 - ㎡ -203,581 ㎡ -369,222 ㎡
純増貸室面積 - ㎡ 221,448 ㎡ 74,730 ㎡
賃料 41,197 円 17,844 円 17,692 円
2015年1990年 2005年
することは難しい(図 7)．また，賃料は調査開始時の 1992
年から一貫して減少傾向であるが，新規オフィス供給量は
業務核都市のなかでも2012年まで継続的に行われており，
2007 年から 2012 年にかけては各年 5 万㎡以上の供給が行
われた．空室率も供給が多い年に 10％前後まで上昇した
が，供給の少ない年では 6％前後で推移していることが確
認された(図 8)． 
 
 
図 7 横浜市を従業地とする OW の常住地割合 
 
 
図 8 横浜市の空室率・新規オフィス供給量の推移 
 
一方，首都改造計画が発表された翌年の 1986 年から
2000 年までの東京都心の新規オフィス供給量の累計推移
を東京都の課税調書データを基に算出すると，1997 年以降
で増加傾向が小さくなったが，東京都のデータでは 2000
年のときに 4,000ha 以上，調査機関のデータでは約 1,400ha
もの業務床面積の増加となった．また，東京都のデータで
は 1992 年の段階で修正予測値である 1,600ha を上回って
いたしかし，両者ともオフィスビル対象のデータではある
が，調査機関のデータは延床面積 10,000 ㎡以上の大規模オ
フィスビルのみが対象である点，東京都のデータはオフィ
スビルのほか銀行・非木造店舗・百貨店が対象となってい
る．これらのことから東京都区部で新規供給された大規模
オフィスビルのみだと予測値を上回っていないが，東京都
のデータに含まれる中小ビルや自社保有ビルの供給量を
考慮すると，修正予測値を上回る可能性が示唆される(図
9)．また，東京都心の OW 数から一人当たりの床面積を算
出すると，都心 5 区，東京 23 区ともに増加傾向が確認さ
れた．このことから，近年のオフィスビルでは OW 一人あ
たりの床面積が増加したためにオフィス需要が高まった
ものと推測される(図 10)． 
 
 
図 9 東京 23区の累計オフィス供給量の各推移 
 
 
図 10 OW 一人あたり床面積の各推移 
 
（２）副都心整備計画の検証 
続いて，副都心に指定されている新宿，渋谷，池袋，上
野・浅草，錦糸町・亀戸，大崎，臨海の 7 地区の業務地と
しての現状を，整備計画の内容をもとに検証した(表 3)．
臨海を除く 6 副都心は 1994 年に策定された副都心育成・
整備指針に基づき，副都心整備計画 1997-2005 で 2005 年
までの整備項目を記している．内容を整理すると，新宿，
新宿 渋谷 池袋 上野・浅草 錦糸町・亀戸 大崎 臨海
指定年 1986年
東京都長期計画(二次)
実施主体 東京都　港湾局
現在の規模 270ha 150ha 130ha 270ha 210ha 130ha 442ha
計画件数 36 10 6 9 8 12 54
業務用途の計画数 33 7 3 2 3 11 -
業務用途の計画の割合 92% 70% 50% 22% 38% 92% -
特徴 ・27件が96年迄に竣工・西新宿地区に集中立地
・渋谷駅中心に計画
・1ha未満の計画が多い
・東池袋地区を中心に立地
・新庁舎を最後に全て竣工
・構想・検討段階が多い
・業務ビルの規模も小さい
・上野、浅草の駅前に集中
・整備開始年が遅い
・錦糸町駅周辺に集中
・近年は建設は落ち着く
・整備開始年が遅い
・複合ビルの割合が多い
・1計画の規模が大きい
・3段階に整備を実施
・土地利用未定の街区あり
・台場、青海に業務が集中
1958年
首都圏基本計画
東京都　都市整備局
1982年
東京都長期計画
表 3 副都心地区の現状のまとめ 
 
渋谷，大崎は業務用途を含む建設計画の割合が 7 割以上と
なっていることが確認された．池袋，上野・浅草，錦糸町・
亀戸は，計画範囲が大きいものの計画数が少なく，業務機
能の弱さを確認した．整備状況をみると，新宿と大崎は各
計画が隣接していることもあり，計画の実施によって高層
ビル街の形成へとつながったことが現地確認を含めて明
らかとなった．錦糸町・亀戸，大崎，臨海は整備の開始時
期が遅かったのもあり，竣工しているビルは比較的新しい
ものが多く見受けられた．オフィス市況データをみると，
業務地の整備が進められた新宿，渋谷，大崎と指定時期が
早かった池袋の人気が空室率と実質賃料から伺えた．しか
し，旧来からの業務地である丸の内・大手町地区と比較す
ると空室率，実質賃料ともに下回っていた．新規オフィス
も丸の内・大手町地区では 2000 年から継続的に新規供給
されており，2007 年以降は 15 万㎡以上の大量供給も目立
ってきた．以上から，副都心のなかでも新宿，渋谷，大崎
は新たな業務地の印象を強めるも，現時点では旧来から存
在する業務地に比べて需要が勝っていないといえる(表 4)． 
 
表 4 副都心・丸の内のオフィス市況まとめ 
 
 
６． 結論 
本研究は，現在までに実施された広域計画・上位計画に
よる東京都心の業務地の形成過程を計画内容と現状から
明らかにし，近年実施された計画の影響を検証したもので
ある．得られた主な結論は下記の通りである． 
（1）計画による業務地形成は主に地区レベルの計画に影
響を大きく受けていた．これは計画には政府機関や行政機
関の移転が伴う計画が多く，これを機に業務ビルの建設，
民間企業の移転や誘致へとつながり，OW 数の増加に結び
付いたと推測される．全国規模の計画は，方針を示す程度
に留まったこと，内容が抽象的であったこと，建築計画に
対する強制力を持たなかったことから，東京都心の業務地
形成への影響はほぼなかったと推測される． 
（2）OW 数，新規オフィス供給量，賃料，空室率の各指
標から，旧来からの業務地を有する千代田区と港区の人気
が高いことが認められた．また，業務核都市や副都心と比
較すると，千代田区丸の内・大手町地区の空室率，実質賃
料が他の地域を上回っていた．これは，業務地として早期
から整備されて知名度が高かったこと，業務地整備と同時
期に鉄道インフラの整備が実施され，利便性が高かったこ
とが要因と推測される．また，今後も千代田区と港区の旧
来から存在する業務地への人気は続き，新たなオフィス需
要に向けて高層ビルによる再開発が進むと予測される． 
（3）（1）と（2）から，現在も東京一極集中が進んでお
り，整備地区を指定する計画の影響を引き続き受けると予
想される．なかでも，近年新規オフィスの供給が活発な千
代田区丸の内・大手町地区と港区大崎地区，鉄道新駅の建
設が行われる港区品川地区,虎ノ門地区は，利便性や業務地
としての知名度から人気があり，積極的に計画を活用して
高層ビルや複合ビルの建設が進むと推測される．また，整
備地区内外の中小ビルの更新計画の必要性や重要性も示
唆される． 
総括として，本研究では広域計画と上位計画の観点から
業務地の形成過程を把握したが，研究のなかで鉄道インフ
ラ整備との関連性も示唆された．今後は鉄道インフラ整備
の観点からも考察することで，より詳細に業務地の形成過
程を把握することが可能になると考えられる． 
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ご鞭撻を承りました指導教員の高見公雄教授，副査の宮下
清栄教授にこの場を借りて深く御礼申し上げます． 
 
付録 
（1）OW 数は先行研究を参考にし，国勢調査における従業
地ベース職業別就業者数から日本標準職業分類の大分類
における A 管理的職業従事者，B 専門的・技術的職業従事
者，C 事務従事者の 3 業種と定義している． 
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98年 2.0 % 5.0 % 4.1 % 3.8 % 5.9 % 7.0 % 1.6 % 4.8 %
05年 0.3 % 2.4 % 1.7 % 2.4 % 4.6 % 5.0 % 1.2 % 16.7 %
13年 4.3 % 7.3 % 1.4 % 3.6 % 5.7 % 4.4 % 6.1 % 10.3 %
98年 0 ㎡ 836 ㎡ 3,210 ㎡ 5,266 ㎡ 2,757 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡
05年 77,187 ㎡ 7,207 ㎡ 14,043 ㎡ 4,000 ㎡ 1,055 ㎡ 453 ㎡ 16,010 ㎡ 0 ㎡
13年 0 ㎡ 37,914 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 43,967 ㎡
98年 38,790 円 22,380 円 20,930 円 16,240 円 14,630 円 13,410 円 13,030 円 15,550 円
05年 25,580 円 17,740 円 19,350 円 14,160 円 11,790 円 11,060 円 13,810 円 15,900 円
13年 27,590 円 15,040 円 15,540 円 13,850 円 11,110 円 13,170 円 13,310 円 12,000 円
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259,695㎡
上野 錦糸町 大崎 臨海渋谷 池袋
